
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE TOMOKU CO.,LTD.

最終更新日：2019年12月12日
株式会社トーモク
代表取締役社長 中橋光男

問合せ先：03-3213-6811

証券コード：3946

https://www.tomoku.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、経営体制と内部統制システムを整備・運用し、株主をはじめとするすべてのステークホルダーに対する責任を果たしていくことで、企業
価値の永続的な増大をめざしています。また「包む」を基本コンセプトに独立自尊と積極進取の気概を持って、透明性、公正性が高く迅速で効率
の良い経営を実現することが、コーポレートガバナンスに関する取組みの基本的な考え方です。

【原則1-4】
当社は、政策保有株式について、当社の事業戦略上の重要性、取引関係の維持・拡大、そこから生じる収益等を総合的に勘案して、当社の持

続的な成長と企業価値の向上に資すると判断した場合、経営戦略の一環として取引関係を保持・強化する目的で保有することとしています。
当社は、政策保有株式として保有する場合は、適切な手続きを経て、保有意義や経済合理性が認められるものに限り取得することとしていま

す。
また、保有後は定期的に取引関係の状況や当該会社の財務状況を検証し、投資の評価を実施し、継続保有の可否及び保有株式数について判

断しています。
保有株式の議決権行使については、その議案の内容を精査し、投資先企業の企業価値向上や持続的な成長に資するものか否かを保有意義

や経済合理性等に照らして、ひいては当社の中長期的な企業価値の向上に資することが重要であるとの認識の下、統一的な基準を設けず議案
ごとに、個別具体的且つ適切に判断しています。

【補充原則3-1-2】
当社は、当社の株主構成を踏まえ、海外投資家等に正確で適切に情報が伝わるように、株主総会の招集通知の英語での開示を行っておりま

す。また、決算短信等の開示文書の、英語による開示も検討して参ります。

【原則1-7】
当社は、役員や主要株主等との取引について、その取引が利益相反取引または同じ事業の部類に属する取引の場合は、事前に取締役会の承

認を要する旨を取締役会規程で定め、取締役会は、重要性基準等に従い、その取引を適切に監視しています。当該取引については定期的に取
引の内容等について取締役会に報告することとしています。

【原則2-6】
当社は、確定給付企業年金の積立金の運用を信託銀行等外部運用機関に全て委託しております。その運用が社員の安定的な資産形成に資

することに加え、当社の財政状況にも影響を与えることから、取締役会は、運用の基本方針を定め、定期的に各運用機関の資産運用状況の報告
を受け、運用方針に反映させています。

また、モニタリングを適切に行えるよう必要な経験や資質を備えた人材を配置するとともに、その育成・登用に努めています。

【原則3-1】
(1)当社は、会社の意思決定の透明性・公正性を確保し実効的なコーポレートガバナンスを実現するため、法令等に基づく情報開示を適切に行う
とともに、社長のトップメッセージや会社の経営理念を当社ウェブサイト等に開示しています。経営戦略や経営計画等は決定の都度ウェブサイト
や決算短信等により開示します。

社長のトップメッセージ：
https://www.tomoku.co.jp/corporate/message.html
経営理念：
https://www.tomoku.co.jp/corporate/principle.html

(2)当社は、コーポレートガバナンス・コードの原則を踏まえ、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針を策定し、当社の「コー
ポレートガバナンス報告書」の「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的
な考え方」に掲載しています。



２．資本構成

なお、同報告書は東京証券取引所に提出しています。

(3)当社の経営陣幹部・取締役の報酬の決定に当たっての方針と手続きを策定し、当社のコーポレート・ガバナンスに関する報告書「Ⅱ経営上の
意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「１．機関構成・組織運営等に係る事項」【取締役
報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に掲載しています。

当社は、役員退職慰労金制度を廃止しています。

(4)取締役会が経営陣幹部の選解任及び取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっての方針は、各事業や部門運営において、重要な業務執
行を決定するに足りる多様で十分な判断力を有し、株主から負託された受託者責任、説明責任に応える高い専門性と経験や見識を考慮してその
職務と責任を全うできる適任者を指名・選任することとし、その任に不適当であると判断された場合には解任または不再任とします。

取締役・監査役候補者の指名並びに執行役員の選任の手続きは、代表取締役社長が中心となり候補者を選定し、候補者の妥当性について独
立社外取締役を委員長とする指名諮問委員会の答申を得たうえで、取締役会の決議をもって決定します。なお、監査役候補者の指名については
監査役会の同意を得たうえで、取締役会で決定します。

(5)当社では、取締役と監査役の候補者について、その氏名、略歴等を株主総会招集通知に記載し、候補者とした理由を注記します。
また、解任した取締役、監査役がある場合には解任理由を説明します。

【補充原則4-1-1】
当社は、法令・定款等に定められた事項並びに当社及びグループ会社の重要事項等について取締役会で決定することを取締役会規程にて定

めています。
業務執行取締役並びに執行役員への業務委任の範囲は「決裁規程」、「業務分掌規程」等に明確に定めています。

【原則4-9】
当社は、独立社外取締役の選任基準については取締役選任方針に則り且つ東京証券取引所が定める独立役員の要件に加え、以下の項目に

ついて該当の有無を確認して、以下のいずれかに該当した者は独立性を有しないものと判断しています。
(1)当社グループとの取引高が、直近事業年度の連結売上高の2％を超える取引先の業務執行者
(2)当社グループから直近3事業年度の平均年間支払額が1千万円超の寄付等金銭その他財産上の利益を受けている団体に属する者
(3)当社グループから直近3事業年度の平均年間支払額が1千万円を超える金銭その他財産上の利益を得ている弁護士等専門的サービスを提供
する者
(4)当社の会計監査人の代表社員又は社員
(5)過去3年間のうち上記(1)～(4）のいずれかに該当していた者

【補充原則4-11-1】
当社は、取締役が取締役会においてより実質的な議論を行い得るためには、専門性・経験等の観点及び多様性とバランス等の観点を考慮し、

機動性が確保できる適正な規模の取締役数が必要であると考えています。
取締役候補者については、社内外を問わず、

(1)取締役としてふさわしい人格・人望
(2)法令及び企業倫理の遵守に徹する見識
(3)広汎な知識・経験及び実績
を有することを基準としており、特に社外取締役については、会社経営、法律、会計、経営戦略等各専門的分野の知見を有し、多様な観点から当
社の経営戦略策定・業務執行監督に参画し、当社の企業価値向上に資する人を選任しています。

取締役会から諮問を受けて、独立社外取締役を委員長とする指名諮問委員会は、取締役候補者の指名について客観的な立場から決定方針の
妥当性・候補者の妥当性を答申しています。取締役会はその答申を受けて候補者を決定します。

【補充原則4-11-2】
取締役及び監査役の他社での重要な兼任状況は、株主総会招集通知添付書類（報告書）、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関

する報告書等を通じ、毎年開示しています。

【補充原則4-11-3】
当社は、「取締役セルフチェック」・「取締役会チェック報告」（取締役・監査役による自己評価）を踏まえて、取締役会の適切な運営に努めていま

す。

【補充原則4-14-2】
当社は、取締役・監査役を対象に、その役割と責務を果たすために必要な知識・情報を提供しております。
新任の社外役員に対し、新任役員研修を実施し、その役割と責務を果たすうえで必要な知識・情報を提供しております。

【原則5-1】
当社は、株主からの対話（面談）の申込みに対し、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、その内容に応じ個別具体

的に、合理的な範囲で前向きに対応しています。



【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三菱商事株式会社 947,118 5.79

丸紅株式会社 923,714 5.65

株式会社みずほ銀行（常任代理人資産管理サービス信託銀行株式会社） 749,627 4.58

日本製紙株式会社 719,127 4.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 629,100 3.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 609,600 3.72

ホッカンホールディングス株式会社 604,465 3.69

トーモク共栄会 588,841 3.60

特種東海製紙株式会社 540,000 3.30

トーモク社員持株会 471,294 2.88

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

―――

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、札幌 既存市場

決算期 3 月

業種 パルプ・紙

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

―――

該当事項はありません。 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

坂上誠 公認会計士

永易俊彦 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

同氏は、公認会計士としての豊富な経験と経
営コンサルタントとしての幅広い見識を有して



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

補足説明

【監査役関係】

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

坂上誠 ○

2018年6月22日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

おります。また、当社取締役会において経営へ
のアドバイスや業務執行の監督等に社外取締
役としての役割を十分に果たしてまいりまし
た。今後も中立的・客観的な視点から経営へ
の助言・提言をすることにより、当社の長期安
定的な企業価値向上への貢献が期待できると
判断し、同氏を引き続き独立役員に指定してお
ります。

永易俊彦 ○

2018年6月22日開催の取締役会におい
て、右記のとおり、独立性が高く、一般株
主と利益相反のおそれがないことから独
立役員に指定いたしました。

同氏は、金融機関での専門的な知識および実
務経験を有しており、また会社経営にも長年に
亘って携わられております。また、当社取締役
会において当社の経営に客観的かつ広範な視
野から有益な助言を述べるなど社外取締役と
しての役割を十分に果たしてまいりました。こ
れらの助言・提言はコーポレートガバナンス強
化に繋がり、当社の長期安定的な企業価値向
上への貢献が期待できると判断し、同氏を引き
続き独立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 6 0 3 1 0 2 社外取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 4 0 2 1 0 1 社外取締役

その他は社外監査役です。

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役は会計監査人より、年度の監査計画、四半期監査の状況、年度末監査の状況について報告と説明を受けるほか、会計監査人の往査現
場において適宜情報交換、意見交換を行っております。 

社外監査役の選任状況 選任している



会社との関係(1)

会社との関係(2)

【独立役員関係】

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

八木茂樹 公認会計士

飯田丘 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

八木茂樹 ―――

同氏は公認会計士として会社会計に関する豊
富な経験と知見を有しております。経営の執行
で会計的知識が必要とされる場合において、
客観的な外部の専門家として適任であること
から社外監査役に選任しております。

飯田丘 ―――

同氏は弁護士として法律に関する豊富な経験
と知見を有しております。経営の執行で法律的
知識が必要とされる場合において、客観的な
外部の専門家として適任であることから社外監
査役に選任しております。

独立役員の人数 2 名

―――



該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

該当項目に関する補足説明

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

報酬等については業績連動型等を検討中であります。 

ストックオプションの付与対象者

―――

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

役員報酬の額

当事業年度における当社の取締役に対する役員報酬
取締役に支払った役員報酬 245百万円
（注）１．取締役に支払った報酬には、使用人兼務取締役の使用人給与分は含まれておりません。

２．役員報酬には次のものが含まれております。
当事業年度における役員賞与引当金繰入額（取締役25百万円）

役員の報酬等の決定に関する方針

当社は2008年６月27日開催の第69回定時株主総会で取締役の報酬限度額を年額360百万円以内と決議し、同総会において役員退職慰労金
制度は廃止を決議しております。

役員の報酬等は取締役に対し月額報酬と役員賞与を支給することにしております。取締役の報酬等については内規に基づき、月額報酬を役
職、在職期間、業績への貢献度を勘案し、期毎の業績に連動した役員賞与額をその貢献度を勘案して取締役会で決定することとしております。

社外監査役を補助すべき使用人として法務・コンプライアンス室と監査部がその任に当たっております。また、社外取締役には必要に応じ各部
署が支援し、社外取締役と社外監査役に対し取締役会資料の事前説明を行っております。 

氏名 役職・地位 業務内容 勤務形態・条件 社長等退任日 任期



その他の事項

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

(常勤・非常勤、報酬有無等)

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

―――

・ 当社は、監査役会設置会社であり、従来の取締役と監査役の枠組みの中で取締役会、監査役会を中心に組織しております。経営の意思決定
の迅速化と業務執行の分離を目的として取締役会をスリム化し、執行役員制度を導入してそれぞれの機能を強化しております。
・ 経営体制は、社外取締役２名を含む取締役13名、社外監査役２名を含む監査役４名、執行役員は９名であります。社外取締役２名は経営陣か
ら独立した中立性を保った独立役員であります。
・ 取締役会は原則毎月１回開催し、重要事項の決定並びに業務執行状況の監督等を行い、意思決定の迅速化と経営の透明性の向上に努めて
おります。
・ 監査役は取締役会、常勤会、グループ会議に出席して意見を述べるほか定期的に監査役会を開催しております。また、代表取締役社長との
定期的な意見交換を行うほか、内部監査部門、主要子会社の監査役や会計監査人と情報交換し相互の連携を高めております。
・ 当社はEY新日本有限責任監査法人を選任し、会社法監査と金融商品取引法の監査を受けております。2019年３月期の業務を執行した公認
会計士は指定有限責任業務執行社員藥袋政彦、照内貴の２氏であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士10名を中心としたチームで
あります。
・ 取締役、執行役員の選任とその基準並びに役員報酬決定方針や水準等の妥当性、透明性を確保するために社外役員が中心となる指名諮問
委員会と報酬諮問委員会を設置しています。
・ 取締役会から諮問を受けて、指名諮問委員会は、取締役候補者の指名並びに執行役員の選任等について客観的な立場から候補者の妥当性
について答申し、報酬諮問委員会は、役員報酬制度について決定方針や水準の妥当性などを客観的な立場から答申しています。取締役会はそ
の答申を受けて決定します。

当社は急激に変化する経営環境に対応し、経営判断の迅速化をはかるために、取締役会のスリム化による経営の効率性を高めております。２
名の社外取締役及び２名の社外監査役は取締役会等の重要な会議に出席し取締役が行う業務執行状況を適時に確認し、意見を述べる機会が
確保されており、外部からの経営監視機能の客観性・中立性を十分に確保したガバナンス体制が整っているため、現状の体制としております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会の上程議案の検討期間を確保するため株主総会招集通知を法定期限前に発送して
おります。

集中日を回避した株主総会の設定
2019年３月期の定時株主総会は、集中日を避けて2019年６月21日に開催いたしました。今後
も集中日を避けて開催する予定であります。

電磁的方法による議決権の行使 電磁方法による議決権行使を実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」に参加しております。

その他
株主総会招集通知を当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトに開示しておりま
す。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

IR資料のホームページ掲載 決算短信・事業報告書・財務情報などのIR資料を掲載しております。

その他
2019年５月24日に2019年３月期決算・中期経営計画の説明会、2019年11月2
7日に2020年３月期第2四半期決算・中期経営計画の説明会を開催しておりま
す。またアナリスト・機関投資家などの個別取材にも適宜応じております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は、持続的な成長と企業価値向上のためには、株主をはじめとする全てのステークホル
ダーとの協働が必要不可欠であると認識し、全てのステークホルダーとの協働を実践するた
め、「トーモクグループの経営理念」や「トーモクグループ行動基準」を定め、取締役会・経営陣
がリーダーシップを発揮し、全てのステークホルダーの権利・立場を尊重する企業風土の醸成
に努めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、「内部情報等の管理に関する規定」を定め、株主との対話において、情報開示を公平
に行い、特定の者に選別的な情報の開示は行わず、情報の一元管理を行ってインサイダー情
報の管理を行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、2006年5月11日開催の取締役会にて決議した「業務の適正を確保するための体制」について、その後の体制整備等を踏まえ、2009年4
月8日及び2015年5月14日開催の取締役会にて下記のとおり改訂いたしました。

「業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針」

１ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（１）当社は、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、事業活動に係る法令等の遵守、資産の保全という内部統制の目的を達成するために
内部統制事務局を設置する。
（２）内部統制事務局は、取締役及び使用人の職務が法令及び定款に適合して執行されるよう、経営理念・行動基準や各種規程・マニュアル及び
業務分掌等を整備し、適宜見直しを行う。
（３）内部監査部門は、内部統制監査やコンプライアンス監査を行い、法令等の遵守状況を確認し、社長及び監査役に報告する。
（４）法務・コンプライアンス室は、使用人等が内部通報を行う場合の窓口となる。また当社の指定する社外弁護士をその外部通報窓口とする。
（５）当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たないことを基本方針に関連規程等を整備し、社内・子会社に周知するとともに、反社会的勢力
に対し毅然とした姿勢を貫き、組織的に対応する。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の決裁や内部統制の整備・運用に係る職務執行に関する情報を文書等に記録・保存し、取締役及び監査役が必要に応じてこ

れを閲覧できるよう整備する。

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理の責任者である社長は、『リスク管理規程』に基づき、内部統制事務局やその他の関連部署に指示し、子会社を含めた企業集団のリ

スクを統括・管理し、財務や情報セキュリティ、コンプライアンス、品質、環境、自然災害等の各種リスクについて識別・評価し、回避・低減等の必
要な対策を実施するほか、リスクの発生状況に応じて組織や規程・マニュアル等の見直しを適宜行う。

４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は、『決裁規定』『組織規程』や『業務分掌規程』等の整備・見直しを進め、取締役の職務分掌や権限を明確化するとともに、日常的な

取締役相互間の報告・連絡・相談の円滑化を推進する。

５ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（１）子会社取締役等の当社への報告体制

当社は、子会社の業績、財務状況その他経営上の重要事項について、子会社から定期的に報告を求める。
子会社の業務を担当する取締役及び部室長・工場長は、その業務について、充分にその実態を把握し適切な指示を与えるとともに、適宜、社長

や取締役会への報告を行い、決裁等の必要な手続きを行う。
（２）子会社取締役の効率的な業務執行体制

当社は、子会社の事業内容・規模等を勘案し、子会社の規程・マニュアル等の整合性を図り、また各種会議を通して、企業集団として業務が適
正かつ統一的に執行される体制を構築する。
（３）子会社取締役及び使用人の業務が法令等に適合することを確保するための体制

当社は、監査や会議・通達等を通じて子会社の業務が法令及び定款に適合し適正に執行されるよう指導するとともに、連結財務諸表等の財務
報告の信頼性を確保する体制を構築する。

６ 監査役の監査が効率的に行われるための体制
（１）補助すべき使用人

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、監査役会と協議のうえ、専任の使用人を配置する。
当該使用人は、当該業務従事期間中、監査役の指揮・命令に従うとともに、その人事評価・異動・処遇については、監査役と取締役の協議によ

り決定する。
（２）監査役への報告体制

内部統制事務局や監査部は、内部統制の整備・運用状況や内部監査結果等について、定期的もしくは必要に応じて監査役に報告する。
使用人並びに子会社の取締役・使用人は、当社の監査役に報告する必要があると判断した場合、当社監査役に報告することができる。
当社は、監査役へ報告をした使用人又は子会社の取締役・使用人が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないよう、規程等を

整備する。
（３）その他監査役監査が効率的に行われるための体制

監査役は、取締役会以外にも取締役と執行役員により構成される常勤会に出席し、具体的な事業運営の方針や報告等を聴取する。
社長と監査役、監査役と管理本部等との意見交換や報告の場を定期的もしくは随時設けるとともに、監査役と子会社監査役や子会社監査部長

等との定例会議を設置し、グループ全体としての横断的な監査体制を構築する。
（４）監査費用等

当社は、監査役がその職務の執行に伴い、当社に対し費用の請求をした場合、当該請求が監査役の職務執行に必要ではないと認められた場
合を除き、当該請求を処理する。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たないことを基本方針に関連規程等を整備し、社内・子会社に周知するとともに、反社会的勢力に
対し毅然とした姿勢を貫き、組織的に対応する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 なし

―――

取締役へのインセンティブ付与に関する施策、ＩＲに関する活動については重要性を認識し、今後の検討課題としております。

（コーポレート・ガバナンスの体制 ： 模式図）


